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延べ人数（%） 9（　8.0） 33（29.2） 50（44.2） 21（18.6）
????薬物処遇重点実施施設 2 1 1 0
指定更生保護施設 4 14 23 17
薬物処遇・指定更生保護施設 3 15 20 4





























薬物処遇重点実施施設 3（　3.9） 13（　1.9） 4.3
指定更生保護施設 39（51.3） 375（53.9） 9.6
薬物処遇・指定更生保護施設 17（22.4） 237（34.0） 13.9










ある 183（76.9） 67（88.2） 250（79.6）

























平地歩行 11（19.6） 3（　7.9） 14（14.9）
階段昇降 19（33.9） 15（39.5） 34（36.2）
食事 20（35.7） 9（23.7） 29（30.9）
排泄 13（23.2） 7（18.4） 20（21.3）
入浴 8（14.3） 7（18.4） 15（15.6）










運動機能障害 38（20.8） 15（22.4） 53（21.2）
生活習慣病 128（69.9） 46（68.7） 174（69.6）
内臓疾患（肺，胃，肝臓など） 47（25.7） 9（13.4） 56（22.4）
脳疾患（脳卒中，パーキンソン病など） 9（ 4.9） 3（ 4.5） 12（ 4.8）
認知症（疑いも含む） 30（16.4） 19（28.4） 49（19.6）
精神疾患 18（ 9.8） 5（ 7.5） 23（ 9.2）
薬物・アルコール依存症 32（17.5） 4（ 6.0） 36（14.4）
目・耳の障害 36（19.7） 18（26.9） 54（21.6）
注）カッコ内は n に対する割合を示す。
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活を見据えた支援を実施していることがわかった。
Ⅳ　考察
　法務省の特別調査では，高齢受刑者の中には，経済的な困窮のみならず，健康上の問題を抱えて
いる者が多く，身体・精神機能の衰えにより精神的な不安定感が増していること，仮釈放の中に
は，受刑によって家族との関係が不安定になった者がいることが示されていた4）。本研究の対象で
ある更生保護施設は，頼るべき人がいないなどの理由で直ちに自立更生することが困難な人たちに
対して，宿泊場所や食事の提供，就職指導や生活指導が行われている。また，法定入所期間がある
ことから，限られた期間，職種・人員の中で再犯防止に向けた自立更生支援を実施している。この
ような施設に入所する触法高齢者の健康状態から，彼らの支援について検討した。
　施設が高齢者の受入れ時に考慮することに，疾患や障害が多くあげられた。入所期限があり自立
支援を目的とする更生保護施設の特徴をふまえると，常時介護を必要とする高齢者は受入れがたい
といえる。矯正施設を退所後の受け入れ先としてグループホーム，サービス付き高齢者向け住宅と
いった施設へ入所する高齢者がいる5）ことからも，日常生活において介護を常時必要とする場合
は，更生保護施設以外の施設へ入所している可能性が高い。そのため，本調査において，疾患や症
状を有していても，平地歩行，食事，排泄，入浴といった日常生活動作への影響がある高齢者は少
なかったといえる。日常生活動作への影響は少ない一方，４割以上の高齢者にコミュニケーション
への影響が認められた。コミュニケーションは，互いの意思や感情の伝達，情報取得のために必要
な手段である。また，コミュニケーションをはかる上では，視聴覚機能はもちろん，認知機能を活
表9　入所中の支援（複数回答） n ＝76
支援項目 施設数（%）
医療機関との調整 72（94.7）
福祉事務所との調整 72（94.7）
日常生活の健康指導 71（93.4）
施設退所後の居住探し・調整 65（85.5）
服薬管理 62（81.6）
酒害・薬害教育 52（68.4）
表10　退所後の支援（複数回答） n ＝58
支援項目 施設数（%）
電話・来所等による相談 45（77.6）
他機関への調整 20（34.5）
趣味・生きがい作り 8（13.8）
就労支援 6（10.3）
その他 14（24.1）
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用しなければならない。触法高齢者にとって，他者との円滑なコミュニケーションがはかれないこ
とは，自分の意思や感情を表出できない不便さのみならず，生きていくうえで必要な情報が得られ
ないといった社会的不利益を生じることになり，社会の中で生きにくさを感じる可能性がある。こ
れは，自立を妨げる一因となり，社会で生きることを諦め，再び犯罪へ手を染めてしまうことへと
つながる。触法高齢者が円滑なコミュニケーションをはかれるような支援を検討する必要性がある
と考える。
　疾患・症状では脳疾患を有する高齢者が少なかった。これは，脳疾患があった場合は，発症早期
から医療的介入があることで様々な支援を受けやすくなり，更生保護施設への入所者が減ると考え
る。一方，後期高齢者の３割弱に認知症が認められた。法務省矯正局の調査によれば，65歳以上の
受刑者のうち，約15% に認知症傾向があった6）。認知症は発症時からみられる記憶障害，見当識障
害に加え，進行に伴ってみられる失語，失行，失認，実行機能障害といった症状がある。本調査に
おいて脳疾患を有する者が少なかったことから，認知症のタイプとしては中枢神経変性疾患型（ア
ルツハイマー型認知症，レビー小体型認知症，前頭側頭型認知症）が多いと考えられる。これらの
認知症は潜行性で緩徐な進行であることをふまえると，罪を犯す前から認知症を発症している高齢
者がいる可能性がある。このような高齢者は「自分は支援が必要な存在である」と認識できずに生
活している可能性があり，施設退所後に支援が断ち切られることで再犯につながりやすいと考え
る。このような高齢者に対し，途切れのない支援を継続していくことが必要であると同時に，罪を
犯す前から，要支援者の抽出と彼らのニーズにあった機関へつなげるといった支援の必要性が示唆
された。
　更生保護施設は，触法高齢者の入所中のみならず，退所後も様々な支援を実施していた。「退所
後の支援を積極的にしていない」と回答した施設も，彼らが生きていく上で不便さを感じることが
ないように，入所中から退所後の生活を見据えた支援を実施していた。一方，多くの施設が取り組
んでいた医療機関や福祉機関といった他機関との調整については，更生保護施設の中心的な役割と
はいえない。これは，増え続ける触法高齢者の対応に苦慮し，更生保護施設に福祉職の専門家を配
置せざるを得なくなったと考える。これらは本来，保健医療福祉職が率先して担うべき役割であ
る。特別調整の対象となる高齢者は，地域社会で生活をしていた人である。触法高齢者が自立して
生活できるよう，そして触法高齢者を生み出さない社会基盤形成のために，司法と保健医療福祉職
の相互理解と連携・協働していく必要性が示唆された。
Ⅴ　本研究の限界と課題
　本研究は全国の更生保護施設を対象として回答を得ており，触法高齢者の直接的な意見を反映し
たものではない。そのため，触法高齢者のニーズについては，本人の意識と差が生じる可能性があ
る。今後は，触法高齢者への調査をすることで，彼らのニーズをより明らかにしていく必要があ
る。
　現在，「入口支援」として，罪に問われた高齢者を，必要な医療・福祉の支援につなげるといっ
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た取り組みがされている。今後は，入口支援の対象となった高齢者もふくめ，高齢者の犯罪誘因と
健康問題との関連を調査・分析することで，罪を犯さずに高齢者が社会生活を営むために必要な支
援を検討していく。
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